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本報告書本文中に用いる用語の取扱いについて 

 

 本報告書の本文中における記述に用いる用語の使い方は、次のとおりとする。 

 

① 断定できる場合 

・・・「認められる」 

 

② 断定できないが、ほぼ間違いない場合 

・・・「推定される」 

 

③ 可能性が高い場合 

・・・「考えられる」 

 

④ 可能性がある場合 

・・・「可能性が考えられる」 

・・・「可能性があると考えられる」 
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Ⅰ. 神奈川県川崎市内エスカレーター事故 

Ⅰ－１ 事故の概要 
Ⅰ－１．１ 事故の概要                            

発生日時：平成２６年１月８日 ８時１９分ごろ 
発生場所：神奈川県川崎市 武蔵小杉駅ＪＲ東急連絡通路 

事故概要：１階から２階への上りエスカレーターの駆動くさりが破断して逆走 
し、利用者が折り重なるように転倒した。（重傷１名、軽傷１０名） 

 
Ⅰ－１．２ 調査の概要 

平成２６年１月 ８日 昇降機等事故調査部会委員、国土交通省職員及び川崎市

職員による現地調査を実施 
平成２６年１月１０日 昇降機等事故調査部会委員、国土交通省職員及び川崎市

職員による現地調査を実施 
平成２６年２月 ６日 昇降機等事故調査部会委員、国土交通省職員及び川崎市

職員による現地調査を実施 
平成２６年２月 ７日 昇降機等事故調査部会委員、国土交通省職員及び川崎市

職員による現地調査を実施 
その他、昇降機等事故調査部会委員によるワーキングの開催、ワーキング委員

及び国土交通省職員による資料調査を実施。 

 

Ⅰ－２ 事実情報 
Ⅰ－２．１ 設置場所に関する情報 

所 在 地：神奈川県川崎市 

所 有 者：川崎市 

管 理 者：川崎市 

構 造：鉄骨造、一部鉄筋コンクリート造 

階 数：地上２階 

用 途：連絡通路（道路工作物扱い） 

 

Ⅰ－２．２ エスカレーターに関する情報 

Ⅰ-2.2.1 事故機の仕様等に関する情報 

（１）事故機の主な仕様に関する情報 

製 造 会 社：三菱電機株式会社（以下「三菱電機」という。） 

製 造 型 式：１２００ＪＰ 

踏 段 幅：１，００４ｍｍ 

定 格 速 度：３０ｍ／分 

揚 程：６．４ｍ（地上１階から２階） 
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勾 配：３０度 

駆 動 方 式：上部駆動方式 

電動機定格容量：１１ｋＷ 

（２）確認済証交付年月日：平成８年２月５日 

（３）検査済証交付年月日：平成８年３月１２日 

※ 建築主の東急電鉄株式会社が申請し、竣工後、平成８年７月１６日に川崎市に寄付 

 

Ⅰ-2.2.2 事故機の保守に関する情報 

保 守 会 社：三菱電機ビルテクノサービス株式会社（以下「三菱電機ビルテクノ

サービス」という。） 

保守契約内容：フルメンテナンス契約（点検２回／月） 

直近の定期検査実施日：平成２５年３月８日（建築基準法令に準じて年 1回実施） 

直近の保守点検日：平成２５年１２月２０日 

 
Ⅰ－２．３ 事故発生時の状況等に関する情報 

事故発生時は通勤ラッシュ時間帯であり、監視カメラの映像から、エスカレータ

ーの踏段上には、下階側から見て、右側に１３名、左側に１６名の計２９名の利用

者がいた。また、右側の利用者は歩いて昇っている状況であった。 
上昇運転中の事故機が逆走し、上部にいた利用者が、下階側水平部付近まで次々

に下降して、折り重なるように転倒した。 

 

Ⅰ－２．４ 調査により得られた情報 

Ⅰ-2.4.1 事故機の構造に関する情報 

事故機は、踏段を踏段くさりで吊る構造である。踏段くさりは、駆動くさりを

通じて駆動装置（電動機（モーター）、減速機、ブレーキ、駆動スプロケット等）

につながれ、走行時は駆動装置の電動機で、停止時は駆動装置のブレーキで保持

する構造となっている。 

また、駆動装置は、ボルトにてトラスに固定されている。 
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図Ⅰ－１ エスカレーターの全体構成 

 

 
図Ⅰ－２ 駆動装置周辺の構造 

踏段くさり安全装置 

踏段くさり 

メインスプロケット 

駆動スプロケット 

駆動装置 
駆動くさり 

 

乗降口側 踏段側 

上から見た図 

横から見た図 

メインスプロケット 

メインスプロケット 

電動機 

トラス 

駆動スプロケット 

駆動くさり 

         ラチェットホイール 

踏段くさりスプロケット 

電動機 

駆動装置 

駆動装置 
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Ⅰ-2.4.2 安全装置に関する情報 

事故機には、駆動くさりが切断した場合に、駆動装置のブレーキを作動させ、

併せてメインスプロケットの下降方向回転を防止する駆動くさり切断時停止装置

が設置されている。この装置の構成は図Ⅰ－３のとおりである。 

 

 
 

図Ⅰ－３ 駆動くさり切断時停止装置 

 

この駆動くさり切断時停止装置の動作機構は、以下のとおりである。 

・ 通常運転時は、リンク機構の一端に取り付けられたシューが駆動くさりの上

に載った状態で、駆動くさりが循環する。 

・ 駆動くさりがスプロケットから外れたり破断するなどして脱落すると（①）、

シュー（おもり）が下に落ち（②）、連結棒が反時計方向に回る（③）。連結棒

に取り付けられたスイッチカムが検知スイッチを作動させ（④）、電動機への

電源を遮断し、駆動装置のブレーキを作動させる。 

・ また、連結棒に固定されたラチェットポールが矢印方向に動き（⑤）、ラチェ

ットホイールの爪と噛み合い、メインスプロケットの回転を制止する。（逆走

防止） 

 

さらに、事故機には、駆動装置内にある減速機（ギヤ）の入力軸回転数を検出

し、定格速度の２０％以下に失速した場合、又は定格速度の１２０％以上に過速

した場合に、電動機への電源を遮断し、駆動装置のブレーキを作動させる調速機

が設けられている。 

下降した

場合の回

転方向 

上昇運転の

回転方向 

②

③

④

連結棒 

①

⑤
検知スイッチ 

駆動くさり 

ラチェットホイール 

緩停止装置 

摩擦材 
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Ⅰ-2.4.3 事故機の駆動くさりに関する情報 

事故機に使用されていた駆動くさりの仕様及び構造は、以下のとおりである。 

 

呼 び 番 号：８０番 ２列 

最小引張強さ：１４３．２ｋＮ 

ピ ッ チ：２５．４ｍｍ 

リ ン ク 数：１１８個 

継手リンク：割ピン形継手リンク 

 

 

図Ⅰ－４ 駆動くさりの構造（単列のもの） 

 

事故時、駆動くさりは破断しており、メインスプロケット及び駆動スプロケッ

トに掛かっていない状態であった。（写真Ⅰ－１～３） 

 

 
写真Ⅰ－１ 駆動くさり破断部 

 

外プレート 

内プレート 

軸(ピン) 

ブッシュ 

内プレート 

ローラ 外プレート 

ピッチ＝25.4mm 
（設計値） 
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写真Ⅰ－２ 駆動くさり下部側の破断状況 

 
写真Ⅰ－３ 駆動くさり上部側の破断部 

 

事故後、破断した駆動くさりの検証を行ったところ、以下の内容が確認された。 

 

（１）くさりの伸び・たるみ 

破断した駆動くさりの長さを測定したところ、以下が確認された。 
・ くさり全体の伸び率は、０．５４％であった。 
・ 破断部分を起点として番号付けしたローラ No.60～67 の間は、伸び率１％を

越える偏伸び（部分伸び）が発生していた。 
・ 破断部の近傍（No.5～12、No.110～116）は、くさりの外側と内側の寸法差が

大きかった。 
 

 

 

 

 

 
 
 

測定要領は以下のとおり 
１．治具で隣接ローラ間を拡張させて測定する。（拡張荷重：50Ｎ） 
２．図のように測定するリンク数のローラ間の内側(Ｌ１)と外側(Ｌ２)を測定し判定寸法(Ｌ)

を求める。 
判定寸法Ｌ＝（Ｌ１＋Ｌ２）／２    

３．次にくさり伸びを求める。 
 くさり伸び＝（判定寸法―基準寸法）／基準寸法×１００（％） 
４．７リンク（ピッチ）毎に測定を行う。  
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表Ⅰ－１ 駆動くさりの伸び率測定結果 

測定部位（ローラ間） 判定寸法Ｌ 

［ｍｍ］ 

伸び率 

［％］ 

伸び率内外差 

［％］ ローラ No. 列 

５～１２ 

破断部近傍 

外側 １７９．１６ ０．７６ 
０．３５ 

内側 １７８．５３ ０．４１ 

２９～３６ 外側 １７８．５５ ０．４２ 
０．１４ 

内側 １７８．８０ ０．５６ 

６０～６７ 外側 １８０．２０ １．３５ 
０．２５ 

内側 １７９．７６ １．１０ 

６９～７６ 外側 １７９．１８ ０．７８ 
０．０６ 

内側 １７９．０８ ０．７２ 

１１０～１１６ 

破断部近傍 

外側 １７８．８４ ０．５８ 
０．２７ 

内側 １７８．３５ ０．３１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ－５ 破断した駆動くさりの状況 

 

また、事故後に確認したところ、踏段の前輪（駆動ローラ）ガイドレールを固定

する構造部材に、駆動くさりが擦れたことにより削られた摺動跡があった。（写真Ⅰ

－４） 

  

全長３００４ｍｍ（実測） 

内 側 

外 側 リンク破断部 亀裂 

亀裂 
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図Ⅰ－６ 駆動装置周り詳細図         写真Ⅰ－４ 駆動くさり摺動跡 

 

現地調査時に当該事故機により実施した実験結果によれば、構造部材に摺動跡

が付く場合の駆動くさりのたるみは、片振りで６０～７０ｍｍ以上に相当する。 

 

（２）破断面観察 

以下に、走査型電子顕微鏡による駆動くさりのリンクプレート破断面の観察結

果を示す。 

写真Ⅰ－５の破断部（イ）については、左破断面において、ｅ及びｄに疲労破

面、中央ｃに粒界破面、ａ及びｂに延性破面が確認でき、右破断面において、ｇ

に疲労破面、ｆに延性破面が確認できることから、破断部(イ)の亀裂の起点はピ

ンをかしめている穴の角部であり、プレートの内側から外に向かって亀裂が進行

している。 

また、破断部(ロ)から(ニ)までの破断面についても、同様に、亀裂の起点はピ

ンをかしめている穴の角部であり、内側から外に向かって亀裂が進行している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真Ⅰ－５ 駆動くさり破断部分    写真Ⅰ－６ 破断部(イ)  

横から見た図 

メインスプロケット 

駆動スプロケット 

構造部材（くさ

り摺動跡あり） 

前輪用レール 

たるみ(相当) 
60～70mm 

駆動くさり破断部 
ピンかしめ部 

▲ 破断起点部 

破断 
外プレート 
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写真Ⅰ－７ 破断面（イ）解析写真 

 

 

写真Ⅰ－８ 走査型電子顕微鏡による解析 

 

Ⅰ-2.4.4 メインスプロケットに関する情報 

事故機に使用されていたメインスプロケットは、外列の全ての歯先が欠損し、

内列は１歯おきに歯先が欠損していた。 

外側 内側 

左破断面 右破断面 

左破断面 

右破断面 
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写真Ⅰ－９ メインスプロケット歯側面 

 

また、現地で型取りしたメインスプロケット歯形から駆動くさり位置を特定し

た結果、噛み合い位置はメインスプロケットの歯先側に上昇した位置となってい

た。 

 

なお、駆動スプロケットとメインスプロケットの芯ずれを測定した結果、メイ

ンスプロケットに対して、駆動スプロケット上側が０ｍｍ、下側が外へ２．０ｍ

ｍずれていたが、芯ずれが駆動くさりに与える応力試験を行ったところ、２．０

ｍｍ程度の芯ずれにおいては、くさりが受ける応力に有意な差は認められなかっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ａ（ｍｍ） Ｂ（ｍｍ） 

測定点  ０ ２．０ 

 

図Ⅰ－７ 駆動スプロケット芯ずれ 
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Ⅰ-2.4.5  事故直後の事故機の状況に関する情報 

事故発生時において、事故機の安全装置については、以下の状況であったこと

が確認されている。 

・ 駆動くさり切断時停止装置については、検知スイッチによる電源遮断及びブ

レーキ作動並びにラチェットポールによる逆走防止装置は、いずれも作動し

なかった。 

・ 連結棒及び軸受部を目視確認したところ、錆の発生と若干の隙間があった。 

・ 連結棒及び軸受部を分解して確認したところ、連結棒に軸受部と摺動したこ

とによる最大１ｍｍ程度の削れた跡があった。 

・ 制御盤には、定格速度の２０％以下に失速したことを調速機が検出した記録

が残っていた。 

・ 駆動スプロケットの脇には、駆動くさりによるものと考えられる擦り傷が残

っていた。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ－２．５ 保守点検に関する情報  

Ⅰ-2.5.1 駆動くさりの保守点検に関する情報 

事故機の駆動くさりは設置当初より約１８年間未交換であったが、三菱電機の

保守点検に関する資料によれば、駆動くさりについては、以下の基準により保守

点検を行うこととされていた。 

・ スプロケットとくさりのかみ合いに不備がないこと。 

約１ｍｍ摩耗 

写真Ⅰ－１０ 

連結棒：ラチェットポール側 

清掃前 清掃前 

写真Ⅰ－１１ 

連結棒：シュー側 

写真Ⅰ－１２ 

連結棒軸受部 

（ラチェットポール側） 

写真Ⅰ－１３ 

連結棒の削れた跡 

写真Ⅰ－１４ 

連結棒軸受部 
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・ 潤滑が良好で、錆・磨耗・亀裂等がないこと。 

・ くさりの伸びが１．２％を超えていないこと。 

・ 上昇運転後のくさりのたるみによる振れ幅が図Ⅰ－８の基準範囲内であるこ

と。 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ－８ 駆動くさりのたるみ基準 

 

なお、三菱電機ビルテクノサービスでは、事故当時は、くさりの伸びが  

１．５％を超えた場合を使用限界とし、伸びが１．２％を超えた場合には、くさ

りの交換を計画することとしていた。 

 

また、三菱電機ビルテクノサービスによれば、駆動くさりのたるみは、駆動装

置を移動することで適正な張力に調整することとしていた。 

駆動くさりの張力調整については、平成２５年１月２９日の保守点検報告書に

は、駆動くさりの振れ幅が２５ｍｍ（３０±５ｍｍの基準値内）であった記録が

残されているが、平成２５年３月８日の定期検査報告書には、ラチェットポール

の振れ幅が８ｍｍであった記録が残されていた。その後、事故発生時までに駆動

くさりの張力調整を行った記録は残されていない。 

三菱電機ビルテクノサービスによれば、駆動くさりの振れ幅を用いた通常の点

検方法のほか、ラチェットポールの振れ幅を用いて計測する方法も認められてい

たとのことであるが、上記８ｍｍは、この計測方法の基準値２．５～５．０ｍｍ

を外れていた。 

 

事故機においては、駆動くさりへの給油は、自動給油装置により行われてい

た。三菱電機ビルテクノサービスによれば、自動給油装置の設定値は、給油間

隔：４８時間、給油時間：１１０秒、１分当たりの給油量：踏段くさり４．８ 

ｃｃ、駆動くさり０．４ｃｃであり、事故機の給油状況に関して特段の異常は認

められなかった。 

 

Ⅰ-2.5.2 駆動くさり切断時停止装置の保守点検に関する情報 

三菱電機ビルテクノサービスの保守点検資料によれば、駆動くさり切断時停止

装置については、以下の基準により保守点検を行うこととされていた。 

・ 連結棒及びラチェットポールの回動、スイッチの作動が良好であること。 

・ スイッチ、その他の取り付け状態に変化や異常がないこと。 

・ 運転中、軸受部での連結棒のがたつきがないこと。 

加える荷重：Ｐ 振れ幅：δ 

８０Ｎ ３０±５ｍｍ 

メインスプロケット 

駆動 
スプロケット 

Ｐ,δ 

メインスプロケット 
駆動くさり 
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Ｂ 
Ｃ 

 

ラチェットホイール 
    

 

駆動くさり 

ラチェットホイール 

頂部 

       

Ａ 

・ 手巻きにて下降運転後、ラチェットポールとラチェットホイールの隙間Ａが

３５±５ｍｍであること。（図Ⅰ－９） 

・ 検知スイッチは、駆動くさりの張力が良好な状態で、ラチェットポールとラ

チェットホイールの隙間Ｂが１０～２０ｍｍの時に作動すること。（図Ⅰ－９） 

・ 連結棒及びラチェットポールが自由な状態で、ラチェットポールがラチェッ

トホイールとかみ合うこと。（シューを外して確認する。） 

 

Ⅰ-2.5.3 事故５日前の保守点検に関する情報 

三菱電機ビルテクノサービスによれば、事故５日前の平成２６年１月３日午前

６時ごろに事故機が非常停止したため、同社社員が出動し、以下の作業を行った。 

・ キースイッチにて正常運転することを確認した。 

・ 制御盤にて駆動くさり切断時停止装置の検知スイッチが作動していたことを

確認した。 

・ 駆動くさりについては、通常よりも張りが緩いと感じたが、駆動装置の固定

ボルトを緩めるための調整工具が機械室内になかったため、調整を行わなか

った。 

・ 検知スイッチの作動位置について、本来、ラチェットポールとラチェットホ

イールの隙間は＋１０～２０ｍｍの範囲内にあるべきところ、スイッチが入

りにくい方向である－１２ｍｍになるように調整した。（図Ⅰ－９）なお、平

成２５年３月８日定期検査報告書における当該数値は、＋１５ｍｍであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

図Ⅰ－９ 駆動くさり切断時停止装置の各部位置関係 

ラチェットポール設置基準 Ａ ３５ ±５ｍｍ 

検知スイッチ作動基準 Ｂ １０～２０ｍｍ 

1 月 3 日調整位置 Ｃ －１２ｍｍ 
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Ⅰ－２．６ エスカレーターの駆動くさり等に関する建築基準法令の規定 
平成２０年国土交通省告示第２８３号により、昇降機に関する建築基準法第１２

条第３項に規定する検査及び同条第４項に規定する点検（以下「定期検査等」とい

う。）の項目、事項、方法及び結果の判定基準並びに検査結果表が定められており、

そのうちエスカレーターの駆動くさり等に関する部分は、以下のとおりである。 

駆動くさりについては、スプロケットと駆動くさりとのかみ合いの状況を目視及

び聴診により確認することになっている。 

また、駆動くさり切断時停止装置については、可動部の状況を目視及び触診によ

り確認し、駆動くさり切断を検出したときに停止機構が作動する設定がなされてい

ることを確認することとなっている。 

平成２０年国土交通省告示第２８３号 

昇降機の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項

目、事項、方法並びに結果の判定基準並びに検査結果表を定める件

（抜粋） 

第一 定期検査及び定期点検は、施行規則第６条第２項及び第６条の２第１項の規定に基づ

き、次の各号に掲げる別表第１から第６までの（い）欄に掲げる項目に応じ、同表（ろ）欄

に掲げる事項（ただし、定期点検においては、損傷、腐食、その他の劣化状況に係るものに

限る。）について同表（は）欄に掲げる方法により実施し、その結果が同表（に）欄に掲げる

基準に該当しているかどうかを判定することとし、併せて、前回の定期検査又は定期点検以

降に不具合が生じている場合にあっては、当該不具合に係る同表（い）欄に掲げる項目に応

じ、不具合の改善の状況等について、適切な方法により実施し、改善措置が講じられていな

いかどうかを判定することとする。（以下略） 

一～四 略 

五 エスカレーター 別表第５ 

六 略 

２ 略 

第二 昇降機の検査結果表は、施行規則第６条第３項の規定に基づき、次の各号に掲げる昇降

機の種類に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

一～四 略 

五 第一第１項第五号に規定する昇降機 別記第５号 

六 略 

 

別表第５ 

一 機械室 

 （い）検査項目 （ろ）検査事項 （は）検査方法 （に）判定基準 

(10) 

 

駆動鎖（駆動鎖を

設けたものに限

る。） 

スプロケットと駆

動鎖とのかみ合い

の状況 

目視及び聴診によ

り確認する。 

スプロケットと駆

動鎖とのかみ合い

に異常があるこ

と。 
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四 安全装置 

 （い）検査項目 （ろ）検査事項 （は）検査方法 （に）判定基準 

(６) 

 

駆動鎖切断時停止

装置 

作動の状況 スイッチを作動さ

せ、昇降機が停止

すること又はスイ

ッチを作動させた

状態で昇降機が起

動しないことを確

認する。 

昇降機が停止する

ことを確認する場

合にあっては昇降

機が停止しないこ

と、昇降機が起動

しないことを確認

する場合にあって

は昇降機が起動す

ること。 

 可動部の状況 目視及び触診によ

り確認する。 

イ 可動部の動き

が円滑でないこ

と。 

ロ 給油すべき箇

所の給油が不十

分であること。 

 設定の状況 駆動鎖切断を検出

したときに停止機

構が作動する設定

がなされているこ

とを確認する。 

設定されていない

こと。 

別記第５号 

  検査結果 担当 

番号 検査項目 指摘 要重点 要是正 検査者 

  なし 点検  既存不適格 番号 

１ 機械室 

(10) 駆動鎖      
 

 

建築基準法施行令第１２９条の１２及び関係告示において、エスカレーターの制

動装置に関する技術基準が定められている。 

建築基準法においては、エスカレーターの制動装置の構造として、踏段くさりが

異常に伸びた場合、動力が切断された場合、昇降口に近い位置においてスカートガ

ードに挟まれた場合等に停止させる安全装置が規定されているが、駆動くさりが切

断・脱落等した場合における安全装置の規定は設けられていない。 

建築基準法施行令第１２９条の１２ エスカレーターの構造（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

１～３ （略） 

４ エスカレーターには、制動装置及び昇降口において踏段の昇降を停止させることがで

きる装置を設けなければならない。 

５ 前項の制動装置の構造は、動力が切れた場合、駆動装置に故障が生じた場合、人又は

物が挟まれた場合その他の人が危害を受け又は物が損傷するおそれがある場合に自動的

に作動し、踏段に生ずる進行方向の加速度が１．２５メートル毎秒毎秒を超えることな

く安全に踏段を制止させることができるものとして、国土交通大臣が定めた構造方法を

用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたものとしなければならない。 
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平成１２年建設省告示第１４２４号 

エスカレーターの制動装置の構造方法を定める件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
Ⅰ－２．７ エスカレーターの駆動くさり安全装置に関する海外規格 

欧州のＥＮ規格及び米国のＡＳＭＥ規格においては、表Ⅰ－２のとおり、駆動

くさりが破断等をした場合における安全装置に関する技術基準が規定されてい

る。 
 

表Ⅰ－２ 駆動くさり安全装置に関する海外規格 
 ＥＮ８１－１１５ ＡＳＭＥ Ａ１７．１ 
駆動くさり破断・脱落
を検出して制動 

（規定なし） 

・破断・脱落を検出してメイン
スプロケット軸を制動し、か
つ、電動機・ブレーキの電源
を切らなければならない。 

逆走を検出して制動 ・逆走時に作動する補助ブレー
キ（摩擦制動のもの）を作動
させ、かつ、制御回路の電源
を切らなければならない。 

・逆走時に自動的に停止する手
段を設けること。（※） 

・上昇運転中に逆走した場合、
電動機・ブレーキの電源を切
らなければならない。 

※ 駆動くさりの破断・脱落による逆走防止は、通常ブレーキの制動のみでは対応できない。 

建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１２９条の１２第５項の規定に基づ

き、エスカレーターの制動装置の構造方式を次のように定める。 

 エスカレーターの制動装置の構造方法は、次に定めるものとする。 

一 建築基準法施行令第１２９条の１２第三号から第五号までの基準に適合するエスカレ

ーターの制動装置であること。 

二 次のイからホまで（勾
こう

配が 15 度以下で、かつ、踏段と踏段の段差（踏段の勾
こ う

配を１

５度以下としたすりつけ部分を除く。以下同じ。）が４ミリメートル以下のエスカレー

ターにあっては、ニを除く。）に掲げる状態を検知する装置を設けること。 

イ 踏段くさりが異常に伸びた状態 

ロ 動力が切断された状態 

ハ 昇降口において床の開口部を覆う戸を設けた場合においては、その戸が閉じようと

している状態 

ニ 昇降口に近い位置において人又は物が踏段側面とスカートガードとの間に強く挟ま

れた状態 

ホ 人又は物がハンドレールの入込口に入り込んだ状態 

三 前号イからホまでに掲げる状態が検知された場合において、上昇している踏段の何も

乗せない状態での停止距離を次の式によって計算した数値以上で、かつ、勾
こ う

配が１５度

を超えるエスカレーター又は踏段と踏段の段差が４ミリメートルを超えるエスカレータ

ーにあっては、０．６メートル以下とすること。 

 
  この式において、Ｓ及びＶは、それぞれ次の数値を表すものとする。 

Ｓ 踏段の停止距離（単位 メートル） 

Ｖ 定格速度（単位 毎分メートル） 
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Ⅰ－３ 分析 
Ⅰ－３．１ 駆動くさりの破断に関する分析 

事故機の駆動くさりは、設置当初より約１８年間未交換であり、事故後の調査

では、Ⅰ-2.4.3 に示したとおり、部分的に伸び率１％を超える箇所や内外の列で

伸びに差が生じている箇所が認められ、また、踏段の前輪ガイドレールを固定す

る構造部材には駆動くさりの摺動跡があり、片振りで６０～７０ｍｍ以上（基準

値は両振りで３０±５ｍｍ）のたるみが発生していたものと推定される。 
また、Ⅰ-2.4.4 に示したとおり、メインスプロケットは、外列の全ての歯先が

欠損し、内列は１歯おきに歯先が欠損しており、駆動くさり位置の噛み合い位置

が歯先側に上昇していたことが確認されている。 
さらに、駆動くさりの張力調整について、平成２５年３月８日の定期検査報告

書に、ラチェットポールの振れ幅が８ｍｍ（基準値は２．５～５．０ｍｍ）であ

った記録があり、その後、事故発生時までに駆動くさりの張力調整を行った記録

は残されていない。 
これらのことから、事故機の駆動くさりには、経年劣化及び調整不備による相

当程度の伸び・たるみが生じていたものと推定され、メインスプロケットや駆動

スプロケットとの噛み合い等により、くさりのリンクプレートのピンかしめ部に

繰り返し応力が発生し、疲労破壊・破断に至った可能性が考えられる。 
 

Ⅰ－３．２ 駆動くさり切断時停止装置の不作動に関する分析 
駆動くさりが相当程度伸びていたため、振動等によるシューの上下方向の動きが

大きくなり、駆動くさり安全装置の連結棒の回転角が通常よりも増大していたこと

が考えられる。 
その結果、連結棒及び軸受部の摩耗が進行するとともに、削れた金属粉とグリス

が混ざり合って固着したため、連結棒の回転抵抗が大きくなり、検知スイッチ及び

ラチェットポール（逆走防止装置）が作動できる位置まで、連結棒を回転させるこ

とができなかったものと考えられる。 
さらに、検知スイッチについては、事故５日前の平成２６年１月３日に保守会社

の社員が不適正な作動位置に調整したため、なおさら作動できなかったものと考え

られる。 
なお、事故時に、電動機への電源が遮断され、駆動装置のブレーキが作動してい

たのは、破断した駆動くさりが駆動スプロケットに巻きついたため、定格速度の 

２０％以下に失速したことを調速機が検出したことが考えられる。 
 

Ⅰ－４ 原因 
本事故は、上りエスカレーターが稼働中に駆動くさりが破断し、また、駆動くさ

り切断時停止装置が作動しなかったために３０名近い利用者が乗った状態で逆走

した事象である。 
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Ⅰ－４．１ 駆動くさりが破断した原因 

駆動くさりが破断したのは、駆動くさりに相当程度の伸び・たるみが生じていた

ため、メインスプロケットや駆動スプロケットとの噛み合い等により、くさりのピ

ンかしめ部に繰り返し応力が発生し、疲労破壊に至ったことによる可能性が考えら

れる。 

駆動くさりに相当程度の伸び・たるみが生じていたのは、経年劣化のほか、定期

検査時の指摘漏れ及び保守点検時の調整不備によるものと推定される。 

 
Ⅰ－４．２ 駆動くさり切断時停止装置が作動しなかった原因 

駆動くさり切断時停止装置が作動しなかったのは、連結棒及び軸受部の摩耗が進

行するとともに、削れた金属粉とグリスが混ざり合って固着したため、連結棒の回

転抵抗が大きくなり、検知スイッチ及びラチェットポール（逆走防止装置）が作動

できる位置まで、連結棒を回転させることができなかったこと、さらに、検知スイ

ッチについては、保守会社の社員が不適正な作動位置に調整したことによると考え

られる。 

連結棒及び軸受部の摩耗が進行したのは、駆動くさりが相当程度伸びていたため、

振動等によるシューの上下方向の動きが大きくなり、駆動くさり切断時停止装置の

連結棒の回転角が通常よりも増大していたことによると考えられる。 

また、定期検査時等において、駆動くさり切断時停止装置の作動確認が適切に行

われていなかった可能性が考えられる。 

 

Ⅰ－５ 再発防止策 
 
Ⅰ－５．１ 緊急点検 

三菱電機及び三菱電機ビルテクノサービスは、事故後、三菱電機製のエスカレー

ター（運休中又は撤去済のものを除く約２万８千台）について、駆動くさりの健全

性及び駆動くさり切断時停止装置の動作の確実性に関する緊急点検を実施した。 

このうち、自ら保守業務を行っていない物件を含め、３９台に駆動くさりの張

力の設定不良や劣化等（交換の推奨）、６台に駆動くさり切断時停止装置の不具合

（スイッチの作動不良や作動位置の設定不良）が指摘され、いずれも部品の交換

等を完了している。 
 
 

Ⅰ－５．２ 保守点検内容の見直し 
三菱電機においては、事故後、エスカレーターの保守点検内容について、以下

のような見直しを行うとともに、その内容を同社ホームページ上に掲載し、エス

カレーターの所有者・管理者を通じて、同社製エスカレーターの適切な保守点検

方法について周知している。 
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Ⅰ-5.2.1 清掃・給油の徹底 

エスカレーター運転中の駆動くさりの振動により、シューレバーを介して連結

棒も微動し摺動が発生することで軸受部が摩耗するため、定期的な軸受部の清掃・

給油により、確実な動作状態を保つ。 
 

Ⅰ-5.2.2 駆動くさり切断時停止装置の動作の検査方法の見直し 
調整ボルトを取り外し、取付ボルトを利用してシューレバーを支えた状態にし

て、ラチェットポールをラチェットホイールの谷部へ移動させ、手巻き運転でエ

スカレーターを上昇させ、ラチェットポールがラチェットホイールの山部を乗り

越えた後、再度谷部へ速やかに落下することを確認する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅰ－１０ 駆動くさり切断時停止装置動作確認 
 

Ⅰ-5.2.3 駆動くさりの張力確認 

① 駆動くさりの張力確認の基準を下記のとおり見直し、駆動くさり全周の 

３ヶ所以上で測定を実施し、適正値内であることを確認する。 

② 駆動くさりの伸びの許容値は初期値の１.０％以下とし、０.７％を超えた

場合は交換を計画する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図Ⅰ－１１ 駆動くさり張力確認 

 

駆動くさり 
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（参考） 駆動くさり切断時停止装置の構造仕様の変更 
新たに製造する駆動くさり切断時停止装置については、連結棒の軸受部にブッシ

ュ（黄銅製）を追加することにより、摩耗の進行をより緩やかにするとともに、軸

受部の回転抵抗の安定化を図ることとした。 
 

 
図Ⅰ－１２ 軸受部の構造変更 
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Ⅱ．千葉県船橋市内エスカレーター事故 

Ⅱ－１ 事故の概要 
 
Ⅱ－１．１ 事故の概要 

発 生 日 時：平成２４年１２月３日 ７時１２分ごろ 
発 生 場 所：千葉県船橋市 東日本旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ東日本」と

いう。） 総武線 西船橋駅 
被 害 者：２名 軽傷（左足打撲、手首の痛み） 
概 要：３・４番線ホームから改札階へ向かう上りエスカレーターの駆動

くさりが破断し、２６名の利用者が乗った状態で逆走した。 

 

Ⅱ－１．２ 調査の概要 
平成２４年１２月５日：昇降機等事故調査部会委員及び国土交通省職員によ

り、製造者である株式会社日立製作所（以下「日立製

作所」という。）及び保守会社である株式会社日立ビル

システム（以下「日立ビルシステム」という。）に対し

てヒアリングを実施 
平成２４年１２月２７日：昇降機等事故調査部会委員及び国土交通省職員によ

り、日立製作所水戸事業所に保管されていた、事故機

の駆動くさりの調査を実施 
 
その他、昇降機等事故調査部会委員によるワーキングの開催、ワーキング委

員、国土交通省職員による資料調査を実施。 
 

Ⅱ－２ 事実情報 
 
Ⅱ－２．１ 設置場所に関する情報 

所 在 地：千葉県船橋市西船４丁目 
所 有 者：ＪＲ東日本 
構 造：鉄骨造 
階 数：地上３階 
用 途：駅構内 
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Ⅱ－２．２ エスカレーターに関する情報 
Ⅱ-2.2.1 事故機の仕様等に関する情報 

（１）事故機の主な仕様に関する情報 
製 造 者：日立製作所 
製 造 型 式：１２００ＥＸ－Ｐ－Ｍ 
定 格 速 度：４０ｍ／分（４：３０～９：３０の時間帯） 
       ３０ｍ／分（上記以外の時間帯） 
勾 配：３０度 
揚 程：４．９７ｍ（ホーム階－改札階） 
駆 動 方 式：上部駆動方式 
電動機容 量：１１ｋＷ 
踏 段 幅：１，００４ｍｍ 

（２）設 置 年 月：平成１５年１０月 
※建築基準法適用外  

 
Ⅱ-2.2.2 事故機の保守に関する情報 

保 守 会 社：日立ビルシステム 
保守契約内容：ＰＯＧ契約 
直近の定期検査日：平成２４年７月１３日（指摘事項なし。ＪＲ東日本に報告） 

※建築基準法適用外  
検査実施 者：日立ビルシステムの社員 
直近の保守点検日：平成２４年１１月９日 

 
 
Ⅱ－２．３ 事故発生時の状況等に関する情報 

事故発生時は平日朝の通勤・通学時間帯であった。 
ホーム階から改札階に向けて上昇運転中のエスカレーターが、２６名の利用者

を乗せたまま逆走した。 
 
 
Ⅱ－２．４ 調査により得られた情報 

Ⅱ-2.4.1 事故機の構造に関する情報 
事故機は、踏段を踏段くさりで吊る構造である。踏段くさりは、駆動くさりを

通じて駆動機につながれ、走行時は駆動機のモーターで、停止時は駆動機のブレ

ーキで保持する構造である。また、駆動機（モーター、減速機、ブレーキ、駆動

スプロケット等）は駆動機固定ボルトにてトラスに固定されている。    

（図Ⅱ－１、写真Ⅱ－１） 
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図Ⅱ－１ エスカレーターの全体構成 

 
 

 
写真Ⅱ－１ 上部機械室内（一部の踏段が外された状態） 

 
事故機は写真Ⅱ－２のとおり隣接機と２台並列で設置されており、このうち事

故機は稼働開始以降、保守点検時を除いてもっぱら上昇運転でのみ使用されてい

た。（隣接機が下降運転。） 
また、事故機は通常は定格速度３０ｍ／分にて運転しているが、４：３０（始

発時）～９：３０の時間帯（平日、土休日とも）は４０ｍ／分で運転するよう運

用されており、実際、事故時は４０ｍ／分で運転していた。速度の切替は駅係員

移動手すり 

上部インレットガード 

駆動くさり切断時停止装置 
駆動くさり 

上部スカートガード 
安全装置 

スカートガード 

ブレーキ 

下部インレットガード 

踏段くさり安全装置 

踏段くさり 

下部機械室 

トラス 

移動手すり 
駆動くさり 

駆動機 

上部機械室 

踏段 

モーター 

モーター 

駆動スプロケット 

駆動くさり メインスプロケット 踏段くさり 

減速機 

駆動機固定 
ボルト 

駆動くさり 
安全装置 

踏段 

駆動機 
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により改札（上側）階の切替キーにて行われる（写真Ⅱ－３）。なお、隣接機に

おいては、速度切替の運用は行われていない。 
 

    
写真Ⅱ－２ 改札（上側）階      写真Ⅱ－３ 速度切替操作部 

 
 

Ⅱ-2.4.2 安全装置に関する情報 
事故機には、駆動くさりが脱落した際に、駆動機のブレーキを作動させ、合わ

せてメインスプロケットの下降方向回転を防止する駆動くさり切断時停止装置が

設置されている。この装置の構成は図Ⅱ－２のとおりである。 

 
  

 
 

事故機 
（上昇運転） 

駆動スプロケット 

駆動くさり 

リンク機構支持部 
シュー 

スイッチカム 

 

隣接機 
（下降運転） 

(a) 通常運転時 

図Ⅱ－２ 駆動くさり切断時停止装置 

回転 

非常止めフックが
メインスプロケッ
トをロックする 

 メインスプロケット 

 
検出スイッチ  

リンク機構部 

非常止めフック 

下降方向 

上昇方向 

 (b) 検出スイッチ動作時           (c) 噛み込み状態 
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この駆動くさり切断時停止装置の動作機構は、以下のとおりである。 
 
・通常運転時は、リンク機構部の一端に取り付けられたシューが駆動くさりの

上に載った状態で、駆動くさりが循環する。（図Ⅱ－２(a)） 
・駆動くさりがスプロケットから外れたり破断するなどして脱落すると、シュ

ーが下に落ち、連結されたリンク機構部が反時計方向に回る。リンク機構部

に取り付けられたスイッチカムが検出スイッチを作動させ、モーターへの電

源を遮断し、同時に駆動機のブレーキを作動させる。（図Ⅱ－２(b)） 
・さらに、非常止めフックが時計方向に回転しメインスプロケットに噛み込

む。これにより、踏段の下降を制止させる。（図Ⅱ－２(c)） 
 

Ⅱ-2.4.3 事故直後の事故機の状況に関する情報 
事故の連絡を受けて現地に出動した日立ビルシステムの社員が、事故機につい

て以下の状態であることを確認した。 
 
（１）駆動くさり 

駆動くさりは１箇所破断しており、駆動スプロケット及びメインスプロケッ

トから脱落していた。 
 

（２）駆動機 
駆動機は異常なくトラスに固定されており、駆動機固定ボルトに緩みや折損

はなかった。（写真Ⅱ－４） 
 

写真Ⅱ－４ 事故時の駆動機固定ボルト 
 

（３）駆動くさり切断時停止装置 
駆動くさりが破断してシューは下に落ち、リンク機構部は回転したが、図 

Ⅱ－３に示すように、リンク機構部の一部がステップカバーに干渉したことに

より非常止めフックがメインスプロケットに噛み込まず、安全装置が正常に機

能していなかった。（写真Ⅱ－５） 
 
 
 

芯ずれ防止ガイド 

防振ゴム 

駆動機固定ボルト 
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写真Ⅱ－５ 駆動くさり切断時停止装置のステップカバーへの干渉 
 

なお、検出スイッチは作動しており、駆動機のブレーキは動作し、駆動機へ

の電源は遮断されていた。 
 
 
Ⅱ-2.4.4 事故機の駆動くさりに関する情報 

事故機に使用されていた駆動くさりの仕様及び構造は、以下のとおりである。 
 
呼 び 番 号：１００ＨＨ（１列） 
最小引張強さ：１３２．４ｋＮ 
ピ ッ チ：３１．７５ｍｍ 

 

 
 

 

  

 
シュー 

リンク機構部 

ステップカバー 

干渉部分 

                              
矢視Ａ－Ａ 

 

メインスプロケット 

   非常止めフック 非常止めフック 

 

干渉 

干渉 

ステップカバー 

リンク機構部 

駆動くさり 

 リンク機構部 

ステップカバー 

リンク機構支持部 

駆動くさり 

図Ⅱ－３ 事故時の駆動くさり切断時停止装置 

駆動スプロケット 

検出スイッチ 
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リ ン ク 数：９４個 
継 手 リ ン ク：割ピン形継手リンク 

 
図Ⅱ－４ 駆動くさりの構造 

 
事故後、破断した駆動くさりの検証を行ったところ、以下が確認された。 

 
（１）外観 
・破断した箇所は、継手リンクから５ピッチ目であった。（写真Ⅱ－６） 
・破断は内側及び外側の内リンクプレートのピン挿入部で発生していたが、内

側と外側で対角の位置であった。（写真Ⅱ－７） 
・内側と外側の破断部形状はよく似ていた。（写真Ⅱ－８、９） 
・内側の内リンクプレートには、駆動スプロケット又はメインスプロケットと

干渉したと思われる鏡面状の接触痕があった。（写真Ⅱ－１０、１１） 
 

   
 

   
 

 
 

写真Ⅱ－６ くさり全体    写真Ⅱ－７ 破断部    写真Ⅱ－８ 内側破断部 

写真Ⅱ－９ 外側破断部 写真Ⅱ－１０ 内リンクプレート 写真Ⅱ－１１ 接触痕拡大 

エスカレーター内側 

エスカレーター外側 

右側 左側 

破断部 継手リンク 

継手リンク 

内リンクプレート 
外リンクプレート

ピン 

ブッシュ ローラ 

31.75 
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（２）寸法 
図Ⅱ－５に駆動くさり伸び率の測定結果を示す。 
 

 
※伸び率の算出方法 
①４リンク分のローラ内側及び外側の長さＬ１、

Ｌ２を測定し、平均して４リンク分の長さＬを

求める。 
 Ｌ＝（Ｌ１＋Ｌ２）／２ 

②１リンク分の図面寸法Ｌｉ（＝３１．７５ 
 ｍｍ）から、伸び率を求める。 

伸び率 ＝（Ｌ－４・Ｌｉ）／４・Ｌｉ（％） 

図Ⅱ－５ 駆動くさりの伸び率 
 
伸び率は不均一であり、最大１．５０％、最小０．５５％で、平均では 

０．９％であった。日立製作所では、伸び率が１．４０％に達した場合に駆動

くさりの交換を計画することとしていたが、この駆動くさりでは２箇所でその

基準を超えていた。 
 
また、図Ⅱ－６に内リンクプレートと外リンクプレートとの隙間の測定結果

を示す。測定は、内リンクプレートを一方に寄せ、他方にできる内リンクプレ

ートと外リンクプレートとの隙間を隙間ゲージで測定した。 

 
 

図Ⅱ－６ 内外リンクプレート間の隙間 
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日立製作所によれば、製作上の許容範囲は０．１５～０．７５ｍｍである

が、測定結果は０．３０～０．６５ｍｍであり、全ての箇所において許容範囲

内であった。 
 
（３）破断面観察 

以下に、走査型電子顕微鏡による駆動くさり破断面の観察結果を示す。観察

は、写真Ⅱ－７の左側に対して実施した。（写真Ⅱ－１２、１３） 
 
①Ａ部は全領域で延性破面特有のディンプルパターンが見られた。（写真Ⅱ－

１４～１６） 
②Ｂ部は起点部であるくさり中心側から徐々に亀裂が進展したことによる疲

労破面特有のストライエーションパターンが見られた。なお大部分が疲労

破面であり最終破断部のみ延性破面が見られた。（写真Ⅱ－１７～１９） 
③Ｃ部もくさり中心側から亀裂が進展しており、全体の５０％程度が疲労破

面であった。（写真Ⅱ－２０～２２） 
④Ｄ部は疲労破面の割合が約３０％であり、残りは延性破面であった。   

（写真Ⅱ－２３～２５） 
 
この結果によれば、疲労による亀裂はくさり中心部を起点として進展し、ま

た疲労破面の割合が大きいＢ、Ｃ、Ｄ、Ａの順序で破壊が進展していた。 
 
 

   
 

   
 

破断部 B,D 

破断部A,C 

写真Ⅱ－１２ 破断面の外観        写真Ⅱ－１３ 破断面観察時の配置 

写真Ⅱ－１４ Ａ部    写真Ⅱ－１５ Ａ部起点部 写真Ⅱ－１６ Ａ部最終破断部 

A 

C 

B 

D 

内側 

外側 

A B 

C D 

起点部 

最終破断部 

延性破面 延性破面 

くさり 
中心 
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（４）破断部以外の駆動くさり観察 

駆動くさりの破断部以外の内リンクプレートについて、走査型電子顕微鏡に

よる観察を行った。 
観察は１０個の内リンクに対して行ったが、このうち２個について、疲労破

壊の兆候である亀裂が発見された。（写真Ⅱ－２６～２９） 

     
 

起点部 

最終破断部 

亀裂進展 

方向 

疲労破面 延性破面 

疲労破面 延性破面 

起点部 

最終破断部 
亀裂進展 

方向 

疲労破面 延性破面 

起点部 

最終破断部 

亀裂進展 

方向 

写真Ⅱ－２６ 内リンクプレート（ア）  写真Ⅱ－２７ 拡大部 

亀裂 

拡大部 

写真Ⅱ－１７ Ｂ部    写真Ⅱ－１８ Ｂ部起点部 写真Ⅱ－１９ Ｂ部最終破断部 

写真Ⅱ－２０ Ｃ部    写真Ⅱ－２１ Ｃ部起点部 写真Ⅱ－２２ Ｃ部最終破断部 

写真Ⅱ－２３ Ｄ部    写真Ⅱ－２４ Ｄ部起点部 写真Ⅱ－２５ Ｄ部最終破断部 
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Ⅱ-2.4.5 駆動スプロケット及びメインスプロケットの状態に関する情報 
（１）駆動スプロケットの状態 

① 駆動スプロケットの内側側面に、駆動くさりとの接触痕（高さ１０．５  

ｍｍ）があることが確認された。（写真Ⅱ－３０） 
② 駆動スプロケットの外側側面には接触痕などは見られなかった。   

（写真Ⅱ－３１） 

   
 
 

（２）メインスプロケットの状態 
① メインスプロケットの内側及び外側の側面には接触痕などは見られなか

った。（写真Ⅱ－３２、３３） 

      
 

写真Ⅱ－３０ 駆動スプロケット内側側面 写真Ⅱ－３１ 駆動スプロケット外側側面 

写真Ⅱ－３２ メインスプロケット内側側面 写真Ⅱ－３３ メインスプロケット外側側面 

手鏡を使用 
して撮影 

接触痕 

手鏡を使用 
して撮影 

写真Ⅱ－２８ 内リンクプレート（イ） 写真Ⅱ－２９ 拡大部 

亀裂 

拡大部 

接触痕高さ  
１０．５ｍｍ 
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Ⅱ-2.4.6 駆動スプロケット及びメインスプロケットの芯ずれに関する情報 
（１）メインスプロケット及び駆動機の配置 

メインスプロケット及び駆動機は、工場にて同一のトラスに組み付けられた

状態で出荷されるが、その工程は次のとおりである。 
すなわち、メインスプロケットをトラスに組み付けた後、メインスプロケッ

トと駆動スプロケットが一直線上になるように駆動機をトラス上に配置する。 
そして、芯ずれ防止ガイドを図Ⅱ－７のａ及びｂの隙間がともに１０ｍｍに

なるような位置（出荷時公差は｜ａ－ｂ｜≦０．５ｍｍ）でトラスに溶接固定

し、その上で駆動機全体を駆動機固定ボルトによりトラスに固定して出荷して

いる。 
 
また、事故直後における事故機のａ、ｂ寸法は、ａ＝１０．０ｍｍ、ｂ＝

８．５ｍｍ（すなわち、｜ａ－ｂ｜＝１．５ｍｍ）であった。 

 
図Ⅱ－７ 駆動機の固定 

 
（２）芯ずれ量と接触痕の関係 

事故機と同じ駆動機、メインスプロケット、駆動くさりを用い、図Ⅱ－７の

ａ、ｂ寸法を変化させて駆動スプロケットとメインスプロケットとの芯ずれを

作って駆動機を回転させ、それによって発生する駆動スプロケット接触痕の寸

法から、事故機における芯ずれ量（｜ａ－ｂ｜寸法）の確認を行った。 
 
図Ⅱ－８に芯ずれ量（｜ａ－ｂ｜寸法）と駆動スプロケットにできる接触痕

との関係を示す。この結果によれば、事故機の接触痕の高さ１０．５ｍｍは、

７．７ｍｍの芯ずれ量に相当する。（芯ずれの発生状況については図Ⅱ－９参

照。） 
 

芯ずれ防止ガイド 

 駆動機固定ボルト 

 メインスプロケット 
 駆動スプロケット 

ａ，ｂ 
測定位置 

矢視Ａ 

  
ａ ｂ 

トラス 
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図Ⅱ－８ 駆動スプロケットの芯ずれ量と接触痕の関係 

 

図Ⅱ－９ 芯ずれの発生状況 
 

（３）駆動くさりの張力調整について 
駆動機は、駆動くさりの張力調整のため、設置以降も移動させることがあ

る。事故機が設置されてから事故に至るまでに実施された駆動くさりの張力調

整の時期を表Ⅱ－１に示す。 
 
なお、３回目の張力調整以降の駆動くさり張力の測定値（６か月に１回測

定）は、いずれも２０ｍｍ（基準値１０～２０ｍｍ）で変化はなかった。 
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表Ⅱ－１ 駆動くさり張力調整の実施時期 
調整回 実施時期 
（設置） （平成１５年１０月） 

張力調整 １回目 平成１６年 ３月 
張力調整 ２回目 平成１８年 １月 
張力調整 ３回目 平成２０年 ７月 
（事故発生） （平成２４年１２月） 

 
これまでの張力調整の手順は、以下のとおりであった。 
 

＜駆動くさりの張力調整の手順（図Ⅱ－１０参照）＞ 
① 駆動機固定ボルト４箇所を緩める。 
② 芯出し調整ボルトＡ、Ｂのロックナットを緩め、ボルトを少し緩める。 
③ 駆動くさり張力調整ボルトＣのロックナットを緩める。 
④ 駆動くさりの緩み側たるみ（両振り）が１０～２０ｍｍ／５ｋｇｆになる

よう駆動くさり張力調整ボルトＣを締め込み、ロックナットで固定する。 
⑤ 駆動機と防振ゴム（厚さ１０ｍｍ）の隙間が「０」になるよう調整する。

調整後、芯出し調整ボルトＡ、Ｂを締め、ロックナットで固定する。（注：

隙間「０」の調整は目視で実施） 
⑥ 駆動機固定ボルト４箇所を締めて駆動機を固定する。 
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（４）芯ずれにより駆動くさりに発生する応力 
図Ⅱ－１１に、芯ずれ量と、駆動くさりの内リンクプレートに発生する応力

の関係についての測定結果を示す。応力は、内リンクプレートにひずみゲージ

を貼り測定した。 
 

10mm 

 

 

駆動機の端面 隙間 0 

図Ⅱ－１０ 駆動くさりの張力調整 

駆動くさり 

芯ずれ防止ガイド 
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図Ⅱ－１１ 芯ずれ量と発生応力との関係 
 
図Ⅱ－１１によれば、芯ずれ量が７．７ｍｍの状態においては、約１９５ 

Ｎ／ｍｍ２の繰り返し応力が発生していたことになる。なお、芯ずれが約 

１．５ｍｍ以下の場合に発生応力が一定となるのは、駆動くさりの内リンクプ

レート間の内幅最小値と、駆動スプロケットの歯幅最大値との差が１．５ｍｍ

であり、これ以下の芯ずれの場合には駆動スプロケットの影響がなくなるため

である。 
 

（５）駆動くさりの疲労強度 
駆動くさりの製造メーカーによれば、事故機に使用されていた駆動くさりの

疲労限度荷重は２８．４ｋＮであり、また、内リンクプレートの破断部断面積

は１５５．５ｍｍ２であることから、疲労強度（応力）は、 
２８４００／１５５．５ ＝ １８３Ｎ／ｍｍ２ 

と導出される。 
 

Ⅱ-2.4.7 駆動くさり切断時停止装置とその周辺部品との位置関係に関する情報 
事故機に設置されている駆動くさり切断時停止装置について、周辺の他機器と

の位置関係を図Ⅱ－１２に示す。このうち、ステップカバーは主に屋外設置の物

件に設置されるものであり、事故機にも設置されていた。 

このステップカバーは２種類の駆動機モーター（７．５ｋＷ、１１ｋＷ）に対

して同一品が適用されているが、これを固定するトラス部材の位置が異なり、図

Ⅱ－１２のとおり７．５ｋＷに対して１１ｋＷの方が駆動くさり切断時停止装置

に近くなっており、リンク機構のボルトがステップカバーに干渉する設計となっ

ていた。 
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日立製作所は、このような設計が行われた原因として、以下を挙げている。 
 

図Ⅱ－１２ 駆動くさり切断時停止装置とその周辺部品との位置関係 

（ｂ）駆動機モーター１１ｋＷの場合（事故機） 

（ａ）駆動機モーター７．５ｋＷの場合 
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①駆動くさりを含む駆動機やステップカバー周辺と、駆動くさり切断時停止装

置とで別々の社員が設計を担当していたが、図Ⅱ－１２のように双方を組み

合わせての作図検討を行っていなかった。 

②駆動くさり切断時停止装置の機器検証の段階では７．５ｋＷの実機による確認

は行ったが１１ｋＷでは実施しなかった 

③さらに製造段階及び据付段階においては、ステップカバーを外した状態で駆動

くさり切断時停止装置の動作確認を行っていたことにより、いずれの段階でも

このような干渉による不動作の可能性を認識できなかった 

 
 

Ⅱ－３ 分析 
以上の調査で得られた情報をもとに、駆動くさりの破断及び駆動くさり切断時停

止装置の動作不良について、以下のとおり分析を行った。 
 

Ⅱ－３．１ 駆動くさりの破断に関する分析 

Ⅱ-2.4.5 及びⅡ-2.4.6 に示したとおり、駆動スプロケット及び駆動くさり内リ

ンクプレートの片側のみに干渉が発生していたことから、駆動スプロケットとメ

インスプロケットが一直線上になく斜めに配置され、７．７ｍｍに相当する芯ず

れが生じていたものと推定される。 
 
事故直後における図Ⅱ－７のａ、ｂ寸法はａ＝１０．０ｍｍ、ｂ＝８．５ｍｍ

（すなわち、｜ａ－ｂ｜＝１．５ｍｍ）であったことから、３回目（平成２０年

７月）の張力調整ではそのように設定されたと考えられる。 
したがって、７．７ｍｍに相当する芯ずれは、それ以前の２回のうちいずれか

の調整の際に設定され、その次の調整までの期間、その状態で運転されていたも

のと推定される。 
 

駆動くさりの疲労強度１８３Ｎ／ｍｍ２は、図Ⅱ－１１から約７．０ｍｍの芯ず

れ量に相当するが、事故機では一定の期間、これよりも大きい７．７ｍｍの芯ず

れが発生していたと推定されることから、事故機の駆動くさりに、将来疲労破断

の原因となる損傷等が発生したものと推定される。 
 

Ⅱ－３．２ 駆動くさり切断時停止装置の不作動に関する分析 
駆動くさりが破断したとしても、駆動くさり切断時停止装置が正常に動作すれ

ば今回の事故のような踏段の逆走は発生しなかったはずであるが、Ⅱ-2.4.7 で示

したとおり、これが正常に動作せず、踏段を制止させることができなかった。 

 

これは、図Ⅱ－１２に示したとおり、駆動くさりが破断した場合にシューが落

ちてリンク機構部が反時計方向に回るが、その途中でステップカバーと干渉し、



 
 

39 
 

その結果、非常止めフックがメインスプロケットに係合する位置まで達すること

ができなくなり、踏段を制止できなかったものと考えられる。（７．５ｋＷの場

合は干渉がなく動作する。） 

 

 

Ⅱ－４ 原因 
本事故は、上昇運転中のエスカレーターが稼働中に駆動くさりが破断し、また、

駆動くさり切断時停止装置が作動しなかったために２６名の利用者が乗った状態で

逆走した事象である。 
 

Ⅱ－４．１ 駆動くさりが破断した原因 

駆動くさりが破断したのは、駆動くさりに繰り返し応力が作用したため、疲労

破断したことが考えられる。 
駆動くさりに繰り返し応力が作用したのは、一定の期間、駆動スプロケットと

メインスプロケットとの間で芯ずれが発生した状態で運転を行っていたためと考

えられる。 
駆動スプロケットとメインスプロケットとの間で芯ずれが発生したのは、保守

において駆動くさりの張力を調整するために駆動機を移動させる際に、芯ずれの

位置で駆動機を固定させた可能性が考えられる。 
 

Ⅱ－４．２ 駆動くさり切断時停止装置が作動しなかった原因 

駆動くさり切断時停止装置が作動しなかったのは、当該装置のリンク機構部が

他の部材（ステップカバー）と干渉し、非常止めフックがメインスプロケットを制

動できる正常な位置まで作動しなかったためと考えられる。 

リンク機構部がステップカバーと干渉したのは、そもそも設計時において、この

ような干渉が生じる位置関係で設計されていたためであり、また、製造や据付時に

おいてはステップカバーを外した状態で動作確認を行っていたため、実運用時に

はこのような干渉の存在を確認できなかったものと推定される。 

 
 

Ⅱ－５ 再発防止策 
日立製作所においては、以下のような再発防止対策を講じた。 
 

Ⅱ－５．１ ステップカバーの交換等 

日立製作所において製造されたエスカレーターのうち、事故機と同じく駆動く

さり切断時停止装置のリンク機構部がステップカバーに干渉する構成のものは 

１８１台あったが、それら全てについて、干渉しないようなステップカバーへの

交換、又は現品の改造が行われた。 
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Ⅱ－５．２ 駆動くさり切断時停止装置の作動確認手順の見直し 

駆動くさり切断時停止装置を工場にて組み立てた後、従来はステップカバーを

外した状態で動作確認を行っていた（Ⅱ－３．２参照）が、出荷検査の際にステッ

プカバーを取り付けた状態で動作確認を行うよう見直した。 

 

Ⅱ－５．３ 駆動くさり張力調整及びスプロケット芯出し手順の見直し 

駆動くさりの張力を調整するために駆動機を移動させる際の手順を見直した。 

 

（１）芯出し調整ボルトを動かさない 

駆動機を移動させる際には駆動機固定ボルトのみを緩め、芯出し調整ボルトＡ、

Ｂ、Ｄは緩めないこととした。 

 

 

 

（２）隙間寸法測定による芯出し確認 

駆動機の移動後の芯出し確認は、従来は駆動機と防振ゴムの隙間が「０」であ

ることを目視で行っていた（Ⅱ-2.4.6（３）参照）が、今後は、駆動機と芯ずれ

防止ガイドの隙間が９～１０ｍｍの範囲にあることを測定して行うこととした。 

駆動機固定ボルト 
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Ⅱ－５．４ 駆動くさり・芯ずれ・駆動くさり切断時停止装置の緊急点検 

日立ビルシステムは、保守業務を行っているエスカレーター約２万台について、

駆動くさり伸び、駆動スプロケット芯ずれ、及び駆動くさり切断時停止装置の緊急

点検を実施した。その結果は表Ⅱ－２のとおりである。 

 

表Ⅱ－２ 緊急点検の結果 

点検項目 該当台数 措置 

駆動くさりに１．４％以上の伸びが

あったもの 
３９台 

駆動くさり交換 

（１台は撤去済） 

駆動スプロケットに３ｍｍ以上の芯

ずれがあったもの 
３０台 

駆動機位置調整、 

駆動くさり交換 

駆動くさり切断時停止装置の連結部

に錆等があったもの 
２２台 注油、動作確認 

 
 
 
 
 
 
 



 
 

42 
 

Ⅲ．意見 
 
国土交通省は、エスカレーターの駆動くさり等に関連して、以下の事項について

検討を行うこと。 
 

（１）関係団体を通じて、エスカレーターの製造者及び保守業者に対し、駆動くさ

りに係る保守点検基準の明確化及びそれに基づく適切な保守業務の徹底につ

いて指導すること。また、定期検査において、駆動くさりの伸び・たるみを定

量的に計測し、製造者等が設定した基準値に照らして判定するよう、定期検査

基準の見直しを検討すること。 
 
（２）駆動くさりが破断等した場合に、駆動くさり切断時停止装置が所要の機能を

果たすことができるよう、定期検査のサンプル調査を実施するなど、適切な保

守業務を促すために必要な措置を講じること。 
 
 


